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概要

本稿では，日本の家計所得格差の構造的要因を解明するための分析的枠組みとして，一般化
エントロピー指数族に属するタイテル指数（Theil-T Index, GE(1)）の完全加法分解理論およ
びその計算機上での実装手法について詳解する。所得不平等度の代表的尺度であるジニ係数は
グループ間・グループ内の加法分解において交差項（残差）を生じるという数学的限界を有す
るのに対し，タイテル指数は全体格差を「グループ内格差（Within-group inequality）」と「グ
ループ間格差（Between-group inequality）」へ厳密かつ過不足なく二分割できる優れた特性を持
つ。本稿では，厚生労働省「国民生活基礎調査」および総務省「家計調査」「就業構造基本調査」
の公表統計に基づき，日本の年齢階層別所得分布を模した合成ミクロデータ（対数正規分布と
パレート裾野の結合分布，抽出ウェイト付き）の生成手法，Python と PEP 723（Inline Script
Metadata）を用いた高速ベクトル化計算アルゴリズム，ならびに Matplotlib/Seaborn を用いた
4 面ダッシュボード可視化と GitHub Pages によるオープンサイエンス公開パイプラインの全容
を解説する。実証シミュレーションの結果，日本の所得格差全体のうち約 83%が同一年齢階層
内の格差に起因し，世代間平均所得差の寄与は約 17%にとどまることが示され，中高齢層におけ
るグループ内格差拡大の重要性が確認された。

キーワード: タイテル指数（Theil-T Index），一般化エントロピー指数，所得格差の加法分解，
グループ内格差・グループ間格差，家計所得統計，PEP 723，再現可能研究

1 はじめに

現代日本社会における所得格差の拡大とその要因構造の分析は，社会保障政策，税制改革，お
よび雇用政策を策定する上で極めて重要な実証的課題である。従来の実証研究において，所得格
差の総合的な尺度としてはジニ係数（Gini Coefficient）が最も広く用いられてきた。しかしなが
ら，ジニ係数は社会を年齢，地域，就業形態などの属性グループに分割した際，全体格差をグ
ループ内格差とグループ間格差にきれいに加法分解できず，所得分布の重複に起因する「残差項
（交差項）」が生じるという数学的制約を抱えている [2, 5]。
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これに対し，Theil (1967) [1]が情報理論のエントロピー概念を応用して導入したタイテル指数
（Theil Index），とりわけタイテル T指数（Theil-T Index）（一般化エントロピー指数 GE(1)）
は，「強加法分解可能性（Strict Additive Decomposability）」という極めて望ましい公理的性質を
満たす。すなわち，全体格差がグループ内格差の所得シェア加重平均と，グループ間平均所得の
格差の厳密な線形和として残差ゼロで完全分解される [3, 4]。
本稿の目的は，日本の所得・家計統計の実態に即したデータ環境において，タイテル指数の計

算およびグループ加法分解を厳密に実行する数学的理論，合成ミクロデータ生成手法，計算論的
実装アルゴリズム，ならびにモダンな Web 公開パイプラインについて包括的に解説することで
ある。

2 タイテル指数と加法分解の理論的枠組み

2.1 個体ウェイト付きタイテル指数の定義

母集団に含まれるN 世帯（または個人）の所得を xi > 0，各サンプルの母集団推計用抽出ウェ
イトを wi > 0（ウェイトなしの場合は全 wi = 1）とする。このとき，総ウェイト（母集団規模推
計値）Nw および総所得 Y は以下のように定義される。

Nw =
N∑

i=1
wi (1)

Y =
N∑

i=1
wixi (2)

母集団の加重平均所得 µ は µ = Y/Nw である。各サンプル i が総所得に占めるシェアを
si = (wixi)/Y と定義すると，タイテル T指数 T は次式で定義される。

T =
N∑

i=1
si ln

(
xi

µ

)
=

N∑
i=1

(wixi

Y

)
ln

(
xi

µ

)
(3)

全員の所得が均等（∀i, xi = µ）であれば T = 0 となり，不平等度が極大化するほど T は大きく
なる。

2.2 完全加法分解の数学的証明

母集団が K 個の互いに排他的かつ全体を網羅するグループ G1, G2, . . . , GK（例: 年齢階層）に
分割されているとする。各グループ g における統計量を以下のように定義する。

•グループ総ウェイト: Ng =
∑

i∈Gg
wi

•人口シェア: pg = Ng/Nw （
∑

g pg = 1）
•グループ総所得: Yg =

∑
i∈Gg

wixi

•所得シェア: sg = Yg/Y （∑
g sg = 1）

•グループ平均所得: µg = Yg/Ng

•グループ内タイテル指数 Tg:
Tg =

∑
i∈Gg

(
wixi

Yg

)
ln

(
xi

µg

)
(4)
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このとき，全体タイテル指数 T は次のように展開できる。

T =
K∑

g=1

∑
i∈Gg

(wixi

Y

)
ln

(
xi

µ

)

=
K∑

g=1

∑
i∈Gg

(
Yg

Y

wixi

Yg

) [
ln

(
xi

µg

)
+ ln

(
µg

µ

)]

=
K∑

g=1
sg

 ∑
i∈Gg

(
wixi

Yg

)
ln

(
xi

µg

) +
K∑

g=1
sg ln

(
µg

µ

)  ∑
i∈Gg

wixi

Yg

 (5)

ここで∑
i∈Gg

(wixi/Yg) = 1であるため，式 (5)の第 2項の括弧内は 1となる。したがって，以下
の完全分解恒等式が成立する。

T =
K∑

g=1
sgTg︸ ︷︷ ︸

Twithin

+
K∑

g=1
sg ln

(
µg

µ

)
︸ ︷︷ ︸

Tbetween

(6)

ここで，µg/µ = (Yg/Ng)/(Y/Nw) = sg/pgであるため，グループ間格差は Tbetween =
∑

sg ln(sg/pg)
とも表記され，所得シェアと人口シェアの相対比に基づくカルバック・ライブラー情報量
（Kullback-Leibler Divergence）と一致する。

2.3 格差寄与率の定義

全体タイテル指数に対するグループ内格差およびグループ間格差の寄与率は，それぞれ以下の
ように算出される。

Cwithin(%) =
(

Twithin

T

)
× 100 (7)

Cbetween(%) =
(

Tbetween

T

)
× 100 (8)

3 合成ミクロデータの生成と前処理

3.1 日本の所得統計の特性

実証分析に用いるミクロデータは，日本の家計所得の実際の分布特性を忠実に反映するよう設
計した。参照した公的統計は以下の 3点である。

1. 厚生労働省「国民生活基礎調査」: 年齢階級別の平均所得，中央値，所得分位点，および高所
得層の裾野特性。

2. 総務省統計局「家計調査」: 年齢階層別の実収入水準と勤労者／無職世帯の構成比。
3. 総務省「就業構造基本調査」: 正規・非正規雇用比率および定年再雇用に伴う賃金プロファ
イル。
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3.2 対数正規–パレート結合分布モデル

各年齢階層 g に対し，所得分布 fg(x) を対数正規分布 Λ(µg, σ2
g) を基底とし，上位 3%の高所得

層に対してパレート分布（Pareto distribution）の厚い裾野（Heavy Tail）を付加するハイブリッ
ドモデルを採用した。

xi,base ∼ Lognormal(µg, σ2
g) (9)

xi = xi,base + ∆Pareto (上位 3%) (10)

表 1に，本シミュレーションで設定した年齢階層ごとの分布パラメータを示す。

表 1 年齢階層別所得分布のパラメータ設定
年齢階層 サンプル比率 µg (log) σg (log) ウェイト平均

29歳以下 10.0% 5.70 0.38 1.05
30〜39歳 16.0% 6.15 0.42 1.00
40〜49歳 19.0% 6.42 0.46 0.98
50〜59歳 18.0% 6.52 0.52 0.95
60〜69歳 17.0% 6.18 0.55 1.02
70歳以上 20.0% 5.85 0.58 1.08

4 計算論的実装とアルゴリズム

4.1 PEP 723 と uv による実行環境

本実装では，スクリプトの自己完結性と再現可能性（Reproducibility）を最大化するため，
PEP 723（Inline Script Metadata）仕様に準拠した。スクリプト冒頭にメタデータを宣言す
ることにより，パッケージ管理ツール ‘uv‘ を用いて依存環境の仮想分離と超高速な即時実行が可
能となる。端末から以下のコマンド単一で全処理が実行される。
uv run calculate_theil.py

4.2 ベクトル化計算ルーチンと残差検証

タイテル指数および加法分解の計算は，NumPy/Pandas のベクトル演算を活用し，ループ処理
を最小化している。また，浮動小数点演算における丸め誤差の検証として，以下の残差チェック
ルーチンを組み込んでいる。

ε = |T − (Twithin + Tbetween)| < 1.0 × 10−14 (11)

これにより，計算結果において恒等式が過不足なく厳密に成立していることが自動保証される。
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5 実証計算結果と考察

5.1 加法分解の集計結果

標本サイズ N = 1, 500 世帯の合成ミクロデータに対するタイテル指数の計算および加法分解の
結果を表 2に示す。

表 2 年齢階層別タイテル指数およびグループ加法分解の計算結果
年齢階層 サンプル 人口シェア 所得シェア 平均所得 グループ内 グループ内寄与
(Gg) 数 (Ng) (pg) (sg) (µg, 万円) Tg (sgTg)

29歳以下 150 10.40% 6.15% 366.6 0.2061 0.0127 (6.6%)
30〜39歳 240 16.01% 14.66% 567.5 0.1290 0.0189 (9.9%)
40〜49歳 285 18.45% 23.03% 773.9 0.1281 0.0295 (15.4%)
50〜59歳 270 16.81% 22.61% 834.2 0.1437 0.0325 (16.9%)
60〜69歳 255 17.16% 17.94% 648.1 0.1710 0.0307 (16.0%)
70歳以上 300 21.17% 15.62% 457.6 0.2215 0.0346 (18.0%)

全体合計 1,500 100.0% 100.0% 620.1 — 0.1588 (82.7%)
注: グループ間格差 Tbetween = 0.0333 (寄与率 17.31%)，全体タイテル指数 T = 0.1921。

主要な結果は以下の通りである。

•全体タイテル指数 (T ): 0.192077
•グループ内格差 (Twithin): 0.158822 （寄与率: 82.69%）
•グループ間格差 (Tbetween): 0.033255 （寄与率: 17.31%）
•分解残差: |T − (Twithin + Tbetween)| = 0.00 × 100 （完全加法分解）

5.2 経済学的インプリケーション

分解結果から明らかなように，日本の所得格差全体のうち約 83%が「同一年齢層内のばらつき
（グループ内格差）」に起因しており，年功序列やライフステージに伴う平均所得の差（グループ
間格差）の寄与は約 17%にとどまる。
特に注目すべきは，年齢層ごとのグループ内タイテル指数 Tg の推移である。30 代

（Tg = 0.1290）や 40代（Tg = 0.1281）では比較的グループ内格差が抑制されているのに対し，60
代（Tg = 0.1710）および 70歳以上（Tg = 0.2215）においてグループ内格差が急激に拡大してい
る。これは，定年退職に伴う再雇用給与の低下，無職・年金生活世帯の増加，現役時代の蓄積に
よる資産所得格差など，高齢期における経済状況の二極化を反映していると考えられる。

6 視覚化とオープンサイエンス公開

6.1 4面統合ダッシュボードの設計

分析結果の直感的理解を促すため，Matplotlib および Seaborn を用いて 300 DPI の高解像度 4
面ダッシュボード（図 1）を自動生成する。
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図 1 日本の所得格差構造分析ダッシュボード（タイテル指数の加法分解と所得分布）

ダッシュボードは以下の 4つのサブプロットから構成される。

1. 人口シェア vs 所得シェア（棒グラフ）: 年齢階層ごとの人口割合と所得獲得割合の乖離を可
視化。

2. 平均所得 vs グループ内タイテル指数（2軸複合グラフ）: 年齢に伴う平均所得の上昇・下降
（山型）と，高齢期における Tg の急上昇（U字型）を対比。

3. 全体タイテル指数の加法分解（積層横棒グラフ）: Twithin（82.7%）と Tbetween（17.3%）の寄
与比率を明示。

4. 年齢階層別の所得分布（箱ひげ図 & 平均値）: 各グループの所得中央値，四分位範囲，平均
値（赤ダイヤ），外れ値の広がりを表現。

6.2 GitHub Pages による公開パイプライン

分析結果は，Tailwind CSSおよび KaTeXによる数式レンダリングを備えた静的 HTMLレポー
ト（docs/index.html）として出力され，GitHub Pages を通じて世界中に即座に公開される。こ
れにより，計算コード，データ，可視化図，および解説論文が一体となった透明性の高い研究公
開環境が実現されている。
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7 おわりに

本稿では，日本の家計所得格差の構造解明に向け，タイテル指数（Theil-T Index）の数学的加
法分解理論，日本の所得統計に基づく合成ミクロデータの生成手法，PEP 723 準拠の Python 高
速実装，ならびにダッシュボード視覚化とWeb公開の手法について詳述した。
実証シミュレーションにより，全体格差の約 8 割以上がグループ内格差によって説明されるこ

と，および中高齢層における格差拡大が全体格差の主因であることが確認された。今後は，年齢
階層に加えて「正規／非正規」「世帯構造」「地域」などの多次元属性への階層的分解（Nested
Decomposition）へと拡張することが期待される。
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